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令和５年度 地方公営企業会計決算の概要

１．事業数

■地方公営企業の事業数の状況

■地方公営企業の事業数の推移

事業数は、令和５年度末現在８４事業となっている。
地方公営企業法の適用を受け企業会計方式等を用いる法適用企業は５３事業で、

同法の適用を受けない法非適用企業は３１事業となっている。
また、事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで水道事業、簡易水道事業、

病院事業、介護サービス事業の順となっている。

年度 平成 令和
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 対前年度比較

事業 (Ａ) (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ)
水 道 事 業 19 19 19 18 18 18 18 18 18 18 0
簡 易 水 道 事 業 14 14 14 11 11 10 9 10 10 10 0

交 通 事 業 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0

病 院 事 業 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 0

下 水 道 事 業 33 33 33 32 32 33 33 33 33 33 0

介護サービス事業 9 9 8 8 7 7 7 7 7 7 0

そ の 他 9 10 9 9 9 8 8 8 8 8 0

合 計 93 93 91 86 85 84 83 84 84 84 0

（注）各年度の事業数は、年度末の数値であり、建設中の事業を含む。
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２．職員数

■地方公営企業の職員数の状況

■地方公営企業の職員数の推移
年度 平成 令和

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 対前年度比較
事業 (Ａ) (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ)
水 道 事 業 334 325 308 319 311 305 325 318 318 311 ▲ 7

簡 易 水 道 事 業 28 27 28 12 11 14 12 14 14 14 0

交 通 事 業 90 75 72 69 68 65 61 58 56 54 ▲ 2

病 院 事 業 827 818 837 842 843 855 1,157 1,148 1,152 1,145 ▲ 7

下 水 道 事 業 147 148 144 142 141 150 160 159 156 156 0

介護サービス事業 98 99 97 93 93 98 145 147 141 145 4

そ の 他 14 14 13 14 14 13 15 16 16 16 0

合 計 1,538 1,506 1,499 1,491 1,481 1,500 1,875 1,860 1,853 1,841 ▲ 12

　　　令和元年度まで：臨時・非常勤職員を含む常時雇用職員数

　　　令和２年度以降：「常勤職員」、「任期付職員」、「再任用職員」、「パートタイム会計年度任用職員」

　　　　　　　　　　　及び「フルタイム会計年度任用職員」

（注）職員数の計上は次のとおりとした。

職員数は、令和５年度末現在、１，８４１人で、前年度末に比べて１２人、
０．６％減少している。

また、事業別にみると、病院事業が最も多く、次いで水道事業、下水道事業、
介護サービス事業、交通事業の順となっている。
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３．決算規模

・法適用企業 ５６，６３８百万円（対前年度 ＋５，３３２百万円 ＋１０．４％）
・法非適用企業 ３，８３７百万円（対前年度 ▲１，００９百万円 ▲２０．８％）

■地方公営企業の決算規模の状況

■地方公営企業の決算規模の推移

（単位：百万円、％）

区分

年度 平成 令和 平成 令和
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 対前年度比較 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事業 (A) （B) (Ｂ)－(Ａ)

水 道 事 業 15,521 15,155 15,266 15,414 16,724 16,921 16,332 19,239 22,722 3,483 ▲ 2.4 0.7 1.0 8.5 1.2 ▲ 3.5 17.8 18.1

簡 易 水 道 事 業 2,239 2,691 1,836 1,232 1,407 940 1,177 1,881 1,363 ▲ 518 20.2 ▲ 31.8 ▲ 32.9 14.2 ▲ 33.2 25.2 59.8 ▲ 27.5

交 通 事 業 748 685 688 663 644 603 542 548 509 ▲ 39 ▲ 8.4 0.4 ▲ 3.6 ▲ 2.9 ▲ 6.4 ▲ 10.1 1.1 ▲ 7.1

病 院 事 業 19,354 16,826 16,505 17,450 17,203 18,643 19,568 18,312 19,330 1,018 ▲ 13.1 ▲ 1.9 5.7 ▲ 1.4 8.4 5.0 ▲ 6.4 5.6

下 水 道 事 業 13,593 13,694 13,998 13,869 13,489 13,379 14,935 14,321 14,665 344 0.7 2.2 ▲ 0.9 ▲ 2.7 ▲ 0.8 11.6 ▲ 4.1 2.4

介護サービス事業 1,724 1,344 1,501 1,070 1,133 1,115 1,107 1,055 1,085 30 ▲ 22.0 11.7 ▲ 28.7 5.9 ▲ 1.6 ▲ 0.7 ▲ 4.7 2.8

そ の 他 1,378 1,195 925 843 854 759 753 796 801 5 ▲ 13.3 ▲ 22.6 ▲ 8.9 1.3 ▲ 11.1 ▲ 0.8 5.7 0.6

合 計 54,557 51,590 50,719 50,541 51,454 52,360 54,414 56,152 60,475 4,323 ▲ 5.4 ▲ 1.7 ▲ 0.4 1.8 1.8 3.9 3.2 7.7

決　　　算　　　規　　　模 対前年度増減率

（注）決算規模の算出は次のとおりとした。

　　　法適用企業：総費用－減価償却費＋資本的支出

　　　法非適用企業：総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金

決算規模（歳出総額）は、６０，４７５百万円で、前年度より４，３２３百万円、
７．７％の増加となっている。

また、事業別にみると、水道事業が最も大きく、次いで病院事業、下水道事業の順と
なっており、当該３事業で全体の９３．８％を占めている。
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４．経営状況

・法適用企業 収支額 １，９３９百万円 （対前年度 ▲１，５７８百万円）

・法非適用企業 収支額 ５６９百万円 （対前年度 ＋ ３５百万円）

【補足説明】

赤字を計上した１２事業の内訳

・水道事業 ２事業（吉野川市、三好市）

・簡易水道事業（法適） １事業（阿南市）

・病院事業 ５事業（勝浦町、那賀町、美波町、

海陽町、つるぎ町）

・観光施設（索道）事業（法適） １事業（徳島市）

・下水道(公共下水道)事業 １事業（美波町）

・下水道(特定環境保全公共下水道)事業 １事業（徳島市）

・下水道(農業集落排水)事業 １事業（上板町）

■地方公営企業全体の経営状況

■地方公営企業全体の経営状況（事業別総収支額）

年度
区分 法適用 法非適用 合計 法適用 法非適用 合計 法適用 法非適用 合計

黒字事業数 41 34 75 43 29 72 2 ▲ 5 ▲ 3
(82.0%) (100.0%) (89.3%) (81.1%) (93.5%) (85.7%)

黒字額 3,907 534 4,441 2,140 594 2,734 ▲ 1,767 60 ▲ 1,707
赤字事業数 9 0 9 10 2 12 1 2 3

(18.0%) (0.0%) (10.7%) (18.9%) (6.5%) (14.3%)
赤字額 ▲ 390 0 ▲ 390 ▲ 201 ▲ 25 ▲ 226 189 ▲ 25 164

総事業数 50 34 84 53 31 84 3 ▲ 3 0

収支 3,517 534 4,051 1,939 569 2,508 ▲ 1,578 35 ▲ 1,543

（単位：事業数、百万円）
令和４年度（A） 令和５年度（Ｂ） 差引(Ｂ)－(Ａ)

（注）１．事業数は、決算対象事業数（建設中のものを除く）であり、年度末事業数とは必ずしも一致しない。
　　　２．黒字額、赤字額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。
　　　３．（ ）は、総事業数（建設中のものを除く）に対する割合。

区分
年度 令和 令和 令和 令和 令和 令和

４年度 ５年度 差引 ４年度 ５年度 差引 ４年度 ５年度 差引
事業 (A) (Ｂ) (Ｂ)-(Ａ) (C) (D) (Ｄ)-(Ｃ) (E) (F) (Ｆ)-(Ｅ)
水 道 事 業 1,890 1,464 ▲ 426 1,890 1,464 ▲ 426
簡 易 水 道 事 業 ▲ 7 ▲ 2 5 145 145 0 138 143 5
交 通 事 業 38 48 10 38 48 10
病 院 事 業 1,312 ▲ 172 ▲ 1,484 1,312 ▲ 172 ▲ 1,484
下 水 道 事 業 197 449 252 189 288 99 386 737 351
介護サービス事業 192 135 ▲ 57 192 135 ▲ 57
そ の 他 87 152 65 8 1 ▲ 7 95 153 58
合 計 3,517 1,939 ▲ 1,578 534 569 35 4,051 2,508 ▲ 1,543

（単位：百万円）
法適用 法非適用 合計

（注）収支額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。

公営企業全体の総収支は、２，５０８百万円の黒字となっている。
なお、８４事業のうち、黒字は７２事業と全体の８５．７％（黒字額：２，７３４百万円）

であり、赤字は１２事業と全体の１４．３％（赤字額：２２６百万円）となっている。
また、事業別にみると、水道事業等で黒字となっており、病院事業等で赤字となっている。
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【主な事業の経営状況等】

（１）水道事業の状況

純損益は１，４６４百万円の黒字であり、前年度より黒字額が４２６百万円減少している。

主な要因は、徳島市及び阿南市の営業費用の増である。

経常収益は１３，７０３百万円（対前年度 ▲１０７百万円、▲０．８％）、

経常費用は１２，２５２百万円（対前年度 ＋２２３百万円、＋１．９％）であり、

差引の経常収支は１，４５０百万円の黒字（対前年度 ▲３３０百万円、▲１８．５％）

となっている。

（２）交通事業の状況

純損益は、４８百万円の黒字であり、前年度より１０百万円増加している。

当該事業は徳島市の事業であり、主な要因は営業費用の減である。

経常収益は５６３百万円（対前年度 ▲１３百万円、▲２．３％）、経常費用は

５１５百万円（対前年度 ▲２５百万円、▲４．６％）であり、差引の経常収支は

４８百万円の黒字（対前年度 ＋１２百万円、＋３３．３％）となっている。

（３）病院事業の状況

純損益は、１７２百万円の赤字であり、前年度より１，４８４百万円減少して

いる。

主な要因は、徳島市及びつるぎ町の医業外収益の減である。

経常収益は１７，６４４百万円（対前年度 ▲１，０５１百万円、▲５．６％）、

経常費用は１７，７１５百万円（対前年度 ＋３０１百万円、＋１．７％）であり、

差引の経常収支は７１百万円の赤字（対前年度 ▲１，３５２百万円、▲１０５．５％）

となっている。

（４）下水道事業の状況

収支額は、７３７百万円の黒字であり、前年度より黒字額が３５１百万円増加している。

主な要因は、営業外収益の増である。

収益的収支では、１，０８９百万円の黒字であり、前年度に比べて黒字額が

２９３百万円、３６．８％増加している。

（５）観光施設事業の状況

収支額は、２６百万円の赤字であり、前年度より赤字額が２３百万円減少している。

（６）と畜場事業の状況

当該事業は徳島市の事業であり、一般会計からの繰入れ等を行った結果、

実質収支は黒字（収支はゼロ）となっている。
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■参考：経常収支等の状況

区分
年度 経常収益 経常費用 経常収支 経常収益 経常費用 経常収支 経常収益 経常費用 経常収支

（総収益） (総費用） （収支差引） （総収益） (総費用） （収支差引） （総収益） (総費用） （収支差引）
事業 (Ａ) (Ｂ) (Ａ)-(Ｂ) (C) (D) (C)-(D)
水 道 事 業 13,810 12,029 1,781 13,703 12,252 1,451 ▲ 107 223 ▲ 330
簡 易 水 道 事 業 619 587 32 633 512 121 14 ▲ 75 89
交 通 事 業 576 540 36 563 515 48 ▲ 13 ▲ 25 12
病 院 事 業 18,695 17,414 1,281 17,644 17,715 ▲ 71 ▲ 1,051 301 ▲ 1,352
下 水 道 事 業 9,742 8,946 796 10,176 9,087 1,089 434 141 293
介護サービス事業 1,033 1,045 ▲ 12 1,029 1,086 ▲ 57 ▲ 4 41 ▲ 45
そ の 他 906 820 86 955 793 162 49 ▲ 27 76
合 計 45,381 41,381 4,000 44,703 41,960 2,743 ▲ 678 579 ▲ 1,257

（単位：百万円）
４年度 ５年度 差引（５年度－４年度）

（注）法適用企業にあっては経常収益（営業収益＋営業外収益）・経常費用（営業費用＋営業外費用）、法非適用企業に
　　　あっては総収益・総費用の数値である。



- 7 -

５．料金収入

・法適用企業 ２７，９００百万円（対前年度 ＋１，０３７百万円 ＋ ３．９％）

・法非適用企業 １，２１７百万円（対前年度 ▲ １８３百万円 ▲１３．１％）

【補足説明】

・下水道事業 法適用 ２，２７５百万円（対前年度 ＋２３０百万円 ＋１１．２％）

法非適用 ２７５百万円（対前年度 ▲１３６百万円 ▲３３．１％）

主な要因は、板野町、東みよし町の法非適用下水道事業の法適化である。

■地方公営企業の料金収入の状況

区分
年度 令和 令和 令和 令和 令和 令和

４年度 ５年度 差引 ４年度 ５年度 差引 ４年度 ５年度 差引
事業 (Ａ) (Ｂ) (Ｂ)-(Ａ) （Ｃ） (Ｄ) (Ｄ)-(Ｃ) （Ｅ） (Ｆ) (Ｆ)-(Ｅ)

11,624 11,612 ▲ 12 -             -             -             11,624 11,612 ▲ 12
(83.4%) (84.6%) (83.4%) (84.6%)

131 166 35 229 200 ▲ 29 360 366 6
(40.3%) (52.0%) (75.8%) (63.5%) (57.4%) (57.7%)

199 195 ▲ 4 -             -             -             199 195 ▲ 4
(34.4%) (34.6%) (34.4%) (34.6%)
12,482 13,180 698 -             -             -             12,482 13,180 698
(66.4%) (74.6%) (66.4%) (74.6%)

2,045 2,275 230 411 275 ▲ 136 2,456 2,550 94
(24.4%) (25.0%) (29.1%) (24.3%) (25.1%) (24.9%)

-             -             -             754 733 ▲ 21 754 733 ▲ 21
(73.0%) (71.2%) (73.0%) (71.2%)

382 472 90 6 9 3 388 481 93
(45.9%) (54.3%) (8.3%) (10.8%) (42.9%) (50.5%)
26,863 27,900 1,037 1,400 1,217 ▲ 183 28,263 29,117 854
(62.7%) (66.0%) (49.6%) (47.5%) (61.9%) (65.0%)

（単位：百万円、％）
法適用 法非適用 合計

（注）　（　　）内の数字は、総収益に占める料金収入比率である。

水道事業

簡易水道事業

交通事業

病院事業

下水道事業

介護サービス事業

その他

合　計

料金収入は、２９，１１７百万円で、前年度に比べて８５４百万円、
３．０％増加している。簡易水道事業、病院事業及び下水道事業は増加しているが、
水道事業、交通事業及び介護サービス事業は減少している。
また、事業別にみると、病院事業が最も多く、次いで水道事業の順となっており、

この２事業で全体の８５．１％を占めている。
なお、総収益に占める料金収入比率は、全体で６５．０％となっており、水道事業が

８４．６％と最も高く、一方、下水道事業が２４．９％と最も低くなっている。
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６．企業債
（１）企業債発行額

・うち法適用企業 １０，２５７百万円（対前年度 ＋２，６６１百万円 ＋３５．０％）
・うち法非適用企業 ６８６百万円（対前年度 ▲ ３９０百万円 ▲３６．２％）

【補足説明】
・水道事業 ４，８２０百万円（対前年度 ＋１，５５２百万円 ＋４７．５％）

主な要因は、徳島市等の建設改良費の増加に伴い、発行額が増加したことによる。
・簡易水道事業 ４２３百万円（対前年度 ▲ ４８３百万円 ▲５３．３％）

主な要因は、牟岐町等の建設改良費の減少に伴い、発行額が減少したことによる。

■地方公営企業の企業債発行額の状況

■地方公営企業の企業債発行額の推移

（単位：百万円、％）
年度

平成 令和 平成 令和

２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 対前年度比較 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事業 （A) （B) (Ｂ)－(Ａ)

水 道 事 業 1,610 1,578 1,587 2,649 2,677 2,251 3,268 4,820 1,552 ▲ 2.0 0.6 66.9 1.1 ▲ 15.9 45.2 47.5

簡 易 水 道 事 業 690 602 273 459 182 371 906 423 ▲ 483 ▲ 12.8 ▲ 54.7 68.1 ▲ 60.3 103.8 144.2 ▲ 53.3

交 通 事 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - - - - - - -

病 院 事 業 787 318 883 339 760 1,555 601 1,079 478 ▲ 59.6 177.7 ▲ 61.6 124.2 104.6 ▲ 61.4 79.5

下 水 道 事 業 3,337 3,190 3,637 3,473 3,315 4,290 3,823 4,598 775 ▲ 4.4 14.0 ▲ 4.5 ▲ 4.5 29.4 ▲ 10.9 20.3

介護サービス事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - - - - - - -

そ の 他 276 54 34 34 23 27 74 23 ▲ 51 ▲ 80.4 ▲ 37.0 0.0 ▲ 32.4 17.4 174.1 ▲ 68.9

合 計 6,700 5,742 6,414 6,954 6,957 8,494 8,672 10,943 2,271 ▲ 14.3 11.7 8.4 0.0 22.1 2.1 26.2

企業債発行額 対前年度増減率

（注）企業債発行額には、前年度同意・許可債で当年度収入分及び借換債を含み、当年度同意・許可債で未収入分は含まない。

建設投資の財源である企業債の発行額は１０，９４３百万円であり、
今年度は簡易水道事業において減少したが、水道事業や下水道事業における
建設改良の事業費が増加したため、前年度より２，２７１百万円の増加となっている。

また、事業別にみると、水道事業が最も多く、次いで下水道事業、病院事業の順と
なっており、当該３事業で全体の９５．９％を占めている。
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（２）企業債現在高

・うち法適用企業 １３３，３４７百万円（対前年度 ＋２，７８６百万円 ＋ ２．１％）

・うち法非適用企業 ８，５７３百万円（対前年度 ▲２，７６６百万円 ▲２４．４％）

【補足説明】

・病院事業 １５，５１５百万円（対前年度 ▲４０９百万円 ▲２．６％）

主な要因は、施設整備に係る企業債発行額が償還額を下回ったことによる。

・下水道事業 ７１，６６７百万円（対前年度 ▲５３２百万円 ▲０．７％）

主な要因は、施設整備に係る企業債発行額が償還額を下回ったことによる。

■地方公営企業の企業債現在高の推移
（単位：百万円、％）

区分

年度 平成 令和 令和

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 対前年度比較 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事業 （Ａ） (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ)

水 道 事 業 54,164 52,186 51,178 50,988 49,262 48,519 49,464 945 ▲ 3.7 ▲ 1.9 ▲ 0.4 ▲ 3.4 ▲ 1.5 1.9

簡 易 水 道 事 業 4,306 4,307 4,476 3,415 3,514 4,121 4,220 99 0.0 3.9 ▲ 23.7 2.9 17.3 2.4

交 通 事 業 73 56 40 32 23 15 11 ▲ 4 ▲ 23.3 ▲ 28.6 ▲ 20.0 ▲ 28.1 ▲ 34.8 ▲ 26.7

病 院 事 業 18,921 18,547 17,553 16,770 16,823 15,924 15,515 ▲ 409 ▲ 2.0 ▲ 5.4 ▲ 4.5 0.3 ▲ 5.3 ▲ 2.6

下 水 道 事 業 78,953 77,685 76,154 74,345 73,512 72,199 71,667 ▲ 532 ▲ 1.6 ▲ 2.0 ▲ 2.4 ▲ 1.1 ▲ 1.8 ▲ 0.7

介護サービス事業 250 137 85 44 9 0 0 0 ▲ 45.2 ▲ 38.0 ▲ 48.2 ▲ 79.5 皆減 -

そ の 他 1,537 1,436 1,337 1,244 1,148 1,122 1,043 ▲ 79 ▲ 6.6 ▲ 6.9 ▲ 7.0 ▲ 7.7 ▲ 2.3 ▲ 7.0

合 計 158,204 154,354 150,823 146,838 144,291 141,900 141,920 20 ▲ 2.4 ▲ 2.3 ▲ 2.6 ▲ 1.7 ▲ 1.7 0.0

企　業　債　現　在　高 対前年度増減率

企業債現在高は、１４１，９２０百万円で、前年度より２０百万円の増加に
とどまっており、ほぼ横ばいの状況である。

また、事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで水道事業、病院事業の順と
なっており、当該３事業で全体の９６．３％を占めている。
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７．他会計繰入金

・うち法適用企業 １１，３４０百万円（対前年度 ＋１，２４０百万円 ＋１２．３％）
・うち法非適用企業 １，４２０百万円（対前年度 ▲ ２３１百万円 ▲１４．０％）

【補足説明】
・水道事業 ２，８２９百万円（対前年度 ＋１，１３６百万円 ＋６７．１％）
主な要因は、徳島市及び阿波市の資本的収入への繰入金が増加したことによる。

■地方公営企業への他会計繰入金の状況

■地方公営企業への他会計繰入金の推移

区分
年度 令和 令和 令和

４年度 ５年度 増減額 ４年度 ５年度 増減額 ４年度 ５年度 増減額
事業 (Ａ) (Ｂ) (Ｂ)-(Ａ) （Ｃ） (Ｄ) (Ｄ)-(Ｃ) (E) (Ｆ) (Ｆ)-(Ｅ)
水 道 事 業 237 245 8 1,456 2,584 1,128 1,693 2,829 1,136
簡 易 水 道 事 業 111 122 11 233 249 16 344 371 27
交 通 事 業 282 280 ▲ 2 0 0 0 282 280 ▲ 2
病 院 事 業 2,356 2,307 ▲ 49 843 891 48 3,199 3,198 ▲ 1
下 水 道 事 業 4,295 4,419 124 1,516 1,159 ▲ 357 5,811 5,578 ▲ 233
介護サービス事業 176 159 ▲ 17 9 0 ▲ 9 185 159 ▲ 26
そ の 他 187 288 101 50 57 7 237 345 108
合 計 7,644 7,820 176 4,107 4,940 833 11,751 12,760 1,009

（単位：百万円）
収益的収入への繰入金 資本的収入への繰入金 合計

（注）１．収益的収入への繰入金には、特別利益のうち他会計繰入金を含んでいる。
　　　２．資本的収入への繰入金には、他会計借入金を含んでいる。

他会計からの繰入金は、１２，７６０百万円で、水道事業で増加したため、
全体では、前年度より１，００９百万円、８．６％の増加となっている。
収益的収入への繰入金は、７，８２０百万円で、前年度に比べて１７６百万円、

２．３％増加し、資本的収入への繰入金は、４，９４０百万円で、前年度に比べて
８３３百万円、２０．３％増加している。
また、事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで病院事業、水道事業の順と

なっており、当該３事業で全体の９０．９％を占めている。



- 11 -

８．累積欠損金

【補足説明】

・病院事業 ９，１１５百万円（対前年度 ▲６４百万円 ▲０．７％）

主な要因は、医業外収益が減少したことによる。

■累積欠損金を有する事業の状況

４年度(A) ５年度(B) （Ｂ）－（Ａ） 増減率 市町村
782 862 80 10.2 三好市

16 16 0 0.0 阿南市

0 0 0 0.0 なし

434 386 ▲ 48 ▲ 11.1 徳島市

9,179 9,115 ▲ 64 ▲ 0.7
徳島市、三好市
那賀町、美波町、海
陽町

0 0 0 0.0 なし

2,523 2,549 26 1.0 徳島市

0 0 0 0.0 なし

916 777 ▲ 139 ▲ 15.2
徳島市、小松島市、
阿南市、美馬市

13,850 13,705 ▲ 145 ▲ 1.0 14事業8団体

（注）累積欠損金を有する事業は法適用事業のみである。

（単位：百万円，％）
事 業 名
水 道 事 業
簡 易 水 道 事 業
工 業 用 水 道
交 通 事 業

病 院 事 業

市 場 事 業
観 光 施 設 事 業
駐 車 場 事 業

下 水 道 事 業

合　計

地方公営企業法の適用企業において、営業活動によって生じた各事業年度の
損失（赤字）額を累積した累積欠損金は１３，７０５百万円であり、
前年度より１４５百万円、１．０％減少している。

なお、累積欠損金を有する事業数は５３事業中１４事業であり、前年度より３事業の
減少となっている。また、事業別にみると、病院事業が最も多くなっている。



- 12 -

９．不良債務

【補足説明】

・観光施設事業 ２，９０９百万円（対前年度 ＋４２百万円 ＋１．５％）

徳島市の索道事業において、長年にわたる損益収支の赤字により、

多くの流動負債を抱えており、不良債務を有している。

■不良債務を有する事業の状況

地方公営企業法の適用企業において、資金の不足額を示す不良債務は
２，９０９百万円であり、前年度より４２百万円、１．５％増加している。

なお、不良債務を有する事業は、観光施設事業のみとなっている。

平成

 ２８年度 ２９年度 ３０年度
令和
 元年度  ２年度  ３年度 ４年度(A) ５年度(B) (Ｂ)－(Ａ)

0 0 0 0 0 0 0 0 0
簡易水道事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

工業用水道事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0
市場事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0
観光施設事業 2,726 2,746 2,763 2,820 2,829 2,851 2,867 2,909 42
宅地造成事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0
駐車場事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他　計 2,726 2,746 2,763 2,820 2,829 2,851 2,867 2,909 42

2,726 2,746 2,763 2,820 2,829 2,851 2,867 2,909 42

そ
の
他

合　計

交通事業
病院事業

（単位：百万円）

水道事業


